
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [184,603円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [85.5]

類似団体内順位

[ 3/122 ]

全国市平均

97.0
全国町村平均

93.2
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

100.9

79.4

93.2

85.5

定員管理の適正度
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [1,093,555円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度
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   （国との比較）
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類似団体平均

伊仙町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
○財政力指数
人口の減少や全国を上回る高齢化率（平成２０年度３５％）に加え、農業を主体した産業しかない事等により財政
基盤が弱く類似団体では、下位に位置する。組織の見直し（認可保育所の民間移管）等を行い歳出の削減を行う。
○経常収支比率
経常収支比率は前年度（９１．７％）と比較すると（８９．９％）と低くなってきているが類似団体との比較では、まだ高く
今後認可保育所の民間移管を行い、また健康増進施設の活用を行うことで老人福祉費関係の歳出を抑えることで、
義務的経費を抑える。
○人件費、物件費等の適正度
人件費・物件費等については、前年度（１８１，０９５円）と比較すると（１８４，６０３円）と高いが、類似団体と比較する
と２１１，９７９円と低い。今後、人件費については、保育所の民間移管で、物件費については、消耗品等の集中管理
で歳出の削減を行う。
○給与水準の適正度
給与水準については、国との比較によると前年度（８５．５）と比較すると同じ数値である。また類似団体（９３．２）と
比較しても低くなっている。今後も、この数値よりあがらないようにしなければならない。

○将来負担の健全度
人口一人当たりの地方債残高は、前年度（９６９，８０９円）と比較すると１，０９３，５５５と高くなっている。また、類似団体（９２
０，１５８）と高くなっている。これは平成１７年度からのまちづくり交付金の影響が大きく平成２１年度で事業が終了する。今後
単独事業を減らし、新規事業については、徹底した精査及び、有利性の高い起債で抑制を行う。
○公債費負担の健全度
実質公債費率については、前年度（１７．２）と比較すると１５．９と低くなっており、類似団体（１６．３）との比較においても低い
が、平成２２年度移行においては、まちづくり交付金事業の元金償還により増加するのが、予想される。平成１９年度より高金
利の公債費の借換等や繰上償還も視野に入れた実質公債費率の低下に努める。
○定員管理の適正度
人口１，０００人当たりの職員数は、前年度（１６．９２人）と比較すると１５．０５人と低くなっているが、類似団体（１４．５９人）と
比較するとまだ高い位置にある。今後も認可保育所の民間移管等を行い。定員管理の適正化を図る。


